

























































































































































































は受けないJとし， i上記各規定が，憲法 14条 1項及び25条に違反するも
のでない」以上， iこの点に関する被告国の国家賠償責任は，その前提を欠
く」として棄却するほか，取消し請求も棄却する。








い」とし，昭和 34年法における 20歳前受給規定が憲法 14条 1項に違反す
るかについても， i合理的根拠を有することは明らか」とする。昭和60年法






















































































































H-3.1. 28 <再/賠〉広島地判は，民法 733条が憲法 13条に違反するとの原
告らの主張について， i憲法 13条は，基本的人権の保障と公共の福祉との調
和の理念を抽象的に述べたものに過ぎないから，民法733条の規定が，憲法
























H-17.7.4 (学!(消)賠〉札幌地判， H-19.3.30 (学!(消)賠〉札幌高判も同旨。
付) 国民年金制度は保険料を主な財源とする拠出制































































































































女子に対してのみ婚姻の自由を制限する民法733条は，憲法 13条， 14条 1項， 24 
条，女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約(昭和60年条約第7号)























のの後遺障害が残仇昭和 50年2月，身体障害者手帳3級，昭和 56年7月， 1級























































































































13) 犬伏由子・判評391号 193頁 (1991)。











15) 武田万里子・判例セレクト '92(法教 150号別冊付録)10頁(1993)。
16) たとえば， I性に基づく別異取扱につき厳格審査基準を適用した上で，民法733条
は再婚禁止期間の長さの点だけでなく再婚禁止期聞を設けたこと自体において違憲





クス (4)(1992 (上)> (法時別冊)72頁[1992))等のコメントがある。

















(1) H-7.12.5 <再/賠〉最3判平成 7年 12月5日(判時 1563号81頁，①→H








































年判決(((消極主義II>岡注5)参照)， S-62. 6. 26 (援(民)/賠〉最2判(((消極主義
II> U四08(1)参照)を援用し， I補償のために適宜の立法措置を講ずるか否かの
判断は国会の裁量的権限に委ねられる」とする。そして，援護法附則2項が




























































1)， ["国家賠償法 1条 1項の適用上違法の評価を受ける例外的な場合に当た
ると解する余地はない」として棄却する。遺骨返還請求も斥ける。






































































という。 H-8.11.22<徴(韓)/賠〉東京地判， H-9. 11. 17 <援(在日韓)/(消)賠〉
大津地判， H-10. 3. 27 <恩(在日韓)/(消)賠〉京都地判7)，H -12. 2. 23 <恩(在日
韓)/(消)賠〉大阪高判， H-15. 7.22 <婦(韓)/賠〉東京高判も同旨。
(イ) 国賠法の施行前における公務員の不法行為については国家無答責の
法理
H-8.11. 22 <徴(韓)/賠〉東京地判， H-9. 11. 17 <援(在日韓)/(消)賠〉大津地
判は，前述《消極主義 II) Q同 C(2)(c)~ウ)で、扱った判決と同旨。
(効 明治憲法27条は，財産権の制限に対し直接の損失補償請求権を，
また，生命・身体の侵害に対して個人に損失補償請求権を認めない
H-8.11. 22 <徴(韓)/賠)東京地判， H -12.2. 23 <思(在日韓)/(消)賠〉大阪高

















H-10.3.27 (恩(在日韓)/(消)賠〉京都地判， H -12.2.23 (思(在日韓)/(消)賠〉




H-8.11.22 (徴(韓)/賠〉東京地判， H-9.11.17 (援(在日韓)/(消)賠〉大津









































反する無効なものということもできない」という。 H-9.11. 17 (援(在日韓)/
































































































8) 判決は， I平和条約4条Aにいう特別取極の lつに相当するものJIとして韓国政
府と日本国政府の聞では，日韓請求権協定が締結されたJという。他の同種の判決
も同じ。






10) 君塚正医・民商 115巻4・5号 731頁 (1997)。













































































H-13.3.29 <婦(韓)/賠〉広島高判， H-15.3.11 <連(中)/賠〉東京地判は，
前述《消極主義 III)) 伏~C(2) (b)(対で、扱った判決と同旨。
十() 憲法，条約の各条項は国会に対して賠償，補償，謝罪を行う立法義
務を一義的に定めていない






















































































































5) 小畑郁・ジュリ臨増 1202号 283頁 (2001)。
6) 中島光孝・国際人権 12号 96頁 (2001)。
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